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 千曲坂城消防組合人事行政の運営等の状況について  

 

人事行政の公平性、透明性の確保を目的とした「千曲坂城消防組合人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員数・給与・福利厚生・研修など人事行

政の運営等の状況について、次のとおり公表します。 

 

1 職員の任免及び職員数に関する状況                      

（１） 職員の採用・退職                           〈単位：人〉 

 

（２） 部門別職員数の状況《各年 4 月 1 日現在》     〈単位：人〉 

部門 
職員数(人) 

増減数 
令和元年 令和 2 年 

消 防 本 部 11 11  0  

戸倉上山田消防署 40〔3〕 40〔3〕   0 〔0〕 

更 埴 消 防 署 32 31 ▲ 1  

坂 城 消 防 署 19 19  0  

合 計 102〔3〕 101〔3〕  ▲ 1 〔0〕 

＊〔 〕は女性 
＊ 消防本部においては派遣出向職員を含む（千曲市 1 名、長野県消防防災航空センター1 名） 
＊ 戸倉上山田消防署においては消防本部兼務及び通信指令室職員を含む 

 

（３） 年齢別職員構成の状況《平成 31 年 4 月 1 日現在》           〈単位：人〉 

 

２ 職員の給与の状況                              

（１） 人件費の状況《令和元年度決算額》 

管内人口 
（H31.4.1） 

歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 
人件費比率
（B/A） 

74,319 人 9 億 9,642 万 8,490 円 3,717 万 6,153 円 7億5,573万5,542円 75.8% 

＊ 管内人口は市、町広報紙の数値  
＊ 人件費に児童手当は含まず  
 

区分 H31.4.1 現在 退職者数 採用者数 うち再任用 R2.4.1 現在 

人数 102 1 0 0 101 

年齢 18～25 26～30 31～35 36～40 41～45 46～50 51～55 56以上 計 

人数 19 20 14 13 16 9 7 4 102 
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（２） 給与費の状況《令和元年度決算額》                            

職員数 
（Ａ） 

給 与 費 1人当りの 
給与費
（B/A） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

102 人 
3 億 4,303 万 

2,900 円 
8,884 万 
4,946 円 

1 億 3,832 万
6,302 円 

5 億 7,020 万  
4,148 円 

559万9,024円 

 

（３） 平均給料月額・平均給与月額・平均年齢の状況《平成 31 年 4 月１日現在》 

職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

102 人 28 万 4,641 円 34 万 8,036 円 37.6 歳 

 

（４） 初任給の状況《平成 31 年 4 月 1 日現在》 

区分 消防組合 県 国 

一般行政職 
大学卒業者 17 万 1,700 円 19 万 1,200 円 18 万 700 円 

高校卒業者 15 万 6,000 円 15 万 6,200 円 14 万 8,600 円 

 

（５） 級別職員数の状況《平成 31 年 4 月 1 日現在》 

級 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

計 
職 主 事 主 任 主 査 係 長 

副署長  
主 幹 

消防次長 
課 長   
署 長 
副参事  

消防長 

階級 
副士長 
消防士 

司令補 
士 長 
副士長 

司 令 
司令補 

司 令 司 令 司令長  消防監   

職員数
（人） 

22 29 22 15 6 7 1 102 

構成比
（％） 

21.6 28.4 21.6 14.7 5.9 6.9 0.9 100 

   ＊構成比は小数点第 2 位を四捨五入 

（６） 職員の手当の状況 

(6-1) 期末手当・勤勉手当《令和元年度》           

区 分 
消防組合 国 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6 月期 1.3 月分 0.925 月分 1.3 月分 0.925 月分 

12 月期 1.3 月分 0.975 月分 1.3 月分 0.975 月分 

合 計 2.6 月分 1.9 月分 2.6 月分 1.9 月分 

＊職制上の段階、職務の級等による加算措置有り 
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(6-2) 退職に係る手当《平成 31 年 4 月 1 日現在》 

区 分 勤続 20 年(月分) 勤続 25 年(月分) 勤続 35 年(月分) 最高限度額（月分） 

消防組合 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

加算措置 定年前早期退職特例措置  3～45％加算 

 

(6-3) 時間外勤務に係る手当《令和元年度》 

支給総額 職員 1 人当たり支給年額 

3,154 万 8,231 円 35 万 8,503 円 

 

(6-4) その他の手当《平成 31 年 4 月 1 日現在》              

区分 内  容 (支給対象職員数・支給額) 

扶 養 手 当 

⑴ 配偶者 6,500 円  

⑵ ⑴以外の扶養親族 子 10,000 円 父母等 6,500 円 

＊子については特定期間加算有り：5,000 円 

住 居 手 当 賃借等により（22 人）＊支給なし～最高 27,000 円 

通 勤 手 当 
距離、通勤方法等により（92 人） 

＊支給なし ～ 最高 10,000 円 

管 理 職 手 当 主幹：35,600 円～消防長：61,900 円（14 人） 

特 

殊 

勤 

務 

手 

当 

災 害 活 動 手 当 1 回：400 円 

救 急 活 動 手 当 
⑴ 救急救命士：１回：500 円 救急救命士以外：１回：400 円 

⑵ 特定行為を実施した職員 １回：700 円 

特 殊 活 動 手 当 １回：500 円～1,000 円 

航空機搭乗活動手当 日額：2,000 円 

緊急消防援助隊等活動手当 日額：2,000 円 

夜 勤 手 当 1 勤務：500 円 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況                    

（１） 勤務時間                               

 

（２） 年次有給休暇の取得状況《令和元年》             

区分 
総付与日数
（Ａ） 

総取得日数
（Ｂ） 

職員数 平均取得日数 取得率(Ｂ/Ａ) 

日数 3,987 日 921 日 102 人 9 日 23.1% 

 
（３） 特別休暇等の取得状況《令和元年》  

区 分 結 婚 忌引等 療 養 夏 季 その他 

取得者数(人) 0 11 22 98 7 

延べ日数(日) 0 29 230 485 15 

 
（４） 旅費制度の概要                      

区 分 日 当 県外宿泊料 県内宿泊料 食卓料 

管理者・議員等 2,600 円 13,100 円 11,800 円 2,600 円 

職 員 2,200 円 10,900 円 9,800 円 2,200 円 

 
（５） 時間外及び休日勤務の状況《令和元年度》 

時間外及び休日勤務の総時間数 職員 1 人あたりの時間外勤務の月平均時間数 

13,768 時間 13 時間 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況《令和元年度》                
 

分限処分者(人) 懲戒処分者（人） 

免職 休職 降任 降格 計 免職 停職 減給 戒告 計 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

1 週間の 
勤務時間 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 
勤務時間の 
振り替制度 

38時間45分 

日
勤
者 

午前 8 時 30 分 午後 5 時 15 分 
午後 12 時 

～ 
午後 1 時 

有り 
当
直
者 

午前 8 時 30 分 
翌日 

午前 8 時 30 分 

上記及び 
午後 5 時 30 分 

～ 
午後 6 時 30 分 
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５ 職員の服務の状況《令和元年度》                      
 
（１） 服務制度に関する研修等の実施状況 

研修区分 受講者数 備考 

新 規 採 用 職 員 研 修 3 人 令和元年度採用職員対象 

職 員 研 修 101 人 メンタルヘルス・ハラスメント防止 

＊上記の他、随時、会議や通知文書等により服務規律徹底を実施 

 
（２） 営利企業従事制限にかかる許可 

申請件数 許可件数 内容 

0 件 0 件 — 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況《令和元年度》              

 
（１） 職員研修 

教 育 ・ 講 習 等 の 区 分 対 象 者 実 日 数 修了者数 

消 防 
大学校 

専 科 
教 育 

火 災 調 査 科 
消防士長以上の階級にあり 
火災調査実務経験 3 年以上、かつ 
火災判定書の作成実績5件以上の者 

51 1 

長
野
県
消
防
学
校 

初 任 
教 育 初 任 科 初任教育を必要とする者 116 3 

専 科 
教 育 

救 助 科 救 助 担 当 者 又 は 予 定 者 
令和元年度東日本 
台風により中止 

火 災 調 査 科 調 査 担 当 者 及 び 予 定 者 10 1 

危 険 物 科 危険物担当者及び予定者 5 1 

救 急 科 救 急 隊 員 予 定 者 40 2 

予 防 査 察 科 予 防 担 当 者 及 び 予 定 者 10 1 

幹 部 
教 育 

上 級 幹 部 科 司令長以上(司令以上で運用) ３ １ 

幹 部 科 
司令・司令補及び司令補昇任
予 定 者 10 1 

特 別 
教 育 

操 法 指 導 員 講 習 操法指導担当者又は予定者 2 3 

救 急 高 度 化 研 修 
救 急 救 命 士 、 救 急 隊 長 
及 び 予 定 者 等 5 3 

山 岳 救 助 科 山岳救助技術を伝達できる者 4 1 

山岳救助科特別聴講 座学の聴講を希望する者 2 1 
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救急救命研修所 
救急救命士養成研修(東京) 救 急 救 命 士 候 補 生 126 1 

指導救命士養成研修(九州) 救 急 救 命 士 30 １ 

病 院 実 習 

救命士就業前病院実習 救 急 救 命 士 60 3 

救命士就業中病院実習 救 急 救 命 士 45 14 

気管挿管病院実習 救 急 救 命 士 30 2 

 ＊その他、様々な内外部研修を実施 

  

（２） 職員の人事評価の状況 

    全職員を対象に、10 月と 3 月に人事評価を行い、職員の能力開発及び人材育成に活用する 

ほか、勤勉手当の支給や昇給等に活用しています。 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況                       

（１） 職員の健康診断等《令和元年度》 

区分 受診者数 

定 期 健 康 診 断 102 

人 間 ド ッ ク 11 

B 型 肝 炎 ワ ク チ ン 接 種 3 

胃 ・ 大 腸 癌 検 診 39 

負 荷 心 電 図 検 診 44 

 
（２） 公務災害補償の認定状況 《令和元年度》 

区分 認定件数 

公 務 災 害 1 件 

 

８ 職員の競争試験及び選考の状況                        

 

（１） 昇任の状況《平成 31 年 4 月 1 日現在》 

職 名 主 任 主 査 係 長 
課長補佐 
副署長 
主 幹 

課 長 
署 長 
副参事 

次 長 
参 事 

 
消防長 

 

人 数 5 2 1 3 2 1 1 
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（２） 昇格の状況《平成 31 年 4 月 1 日現在》 

級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 7 級 

人数 5 2 1 3 2 1 

 

（３） 採用試験の状況《令和元年度》 

採用試験実施なし 

 

９ 勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申し立て等《令和元年度》   

 要求件数なし (公平委員会に係るものを含む) 

 

１０ 消防職員委員会に係る意見《令和元年度》                  

 

 

階 級 消防副士長 消防士長 消防司令補 消防司令 消防司令長 消防監 

人 数 3 4 4 7 2 1 

区 分 審議件数 

勤 務 条 件 ・ 福 利 厚 生 に 関 す る 課 題 4 
勤 務 条 件 ・ 福 祉 厚 生 に 関 す る 課 題 2 

被 服 及 び 装 備 品 に 関 す る 課 題 4 

設備・機械器具・施設に関する課題 3 

上 記 に 分 類 さ れ な い 課 題 0 


